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中小企業あきた

1 首都圏攻略プロデュース事業
支援対象事業者を決定！

　8月22日㈪、「首都圏攻略プロデュース事業」の採択事業所を決定する審査会を、秋田市のホテルメト
ロポリタン秋田で開催しました。
　本事業は、昨年度に引き続き、首都圏で売れる商品の改良から販売促進までを一貫して支援すること
で県内食品製造業界を活性化することを目的に実施しており、本年度は、「県産農林水産物」を利活用し
た商品を対象にしています。
　対象事業所の募集には、9事業所の応募があり、審査の結果、株式会社菓子舗榮太楼（秋田市)と株式会
社鈴木水産（八峰町）の2事業所が採択されました
　審査会は、本会塩田会長のほか、東京都の株式会社ジャパン・アグリーカルチュア・マーケティング&
マネジメント代表取締役社長齊藤幸男氏、株式会社NOPPO取締役福本由紀子氏など、総勢7名の審査員
によるプレゼンテーション審査と、採択事業所を決定するための審査員協議が行われました。
　各事業所からは様々な試作品が出品され、プレゼンテーション審査では、試食や質疑応答が行われ、審
査員からは、出品された商品について、使用している材料や製造方法、セールスポイント等に関する質

問が出されました。プレゼンテーション審査終了後の審査
員協議では、審査員より、「ターゲット設定が甘い企業が多
い。ターゲットをもっと絞り込んで、売っていく姿勢が欲し
い。」、「美味しさはわかるが、美味しいものが溢れている東
京のマーケットで選んでもらい、買ってもらい、それを継続
してもらうのは至難の技であり、マーケティングが重要と
なる。」等の意見が述べられました。【審査員協議の様子】

【プレゼン審査会の様子】
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組合地区別代表者懇談会がスタート！

　採択事業所の試作品については、今後、審査会からのアドバイスによる改良を加え、11月には、在京秋
田県高等学校同窓会連合会をはじめとした「首都圏サポーター」の協力による「試食求評会」や都内及び
秋田市内での「マーケティング調査」を実施し、その結果を基に更なる改良を加え、最終的には2月に東京
都内で販売促進イベントを開催することにしております。

　本会では、8月23日㈫から9月21日㈬まで、湯沢地区
を皮切りに、県内7地区8会場で「地区別組合代表者懇談
会」を開催することにしています。
　本懇談会では、本会の平成23年度の重点事業や平成
24年度の実施予定事業の紹介、昨年度の代表者懇談会
で要望された事項への経過状況、県の各地域振興局や市
の担当者からの中小企業施策等の説明を行っています。
　また、意見交換では、組合代表者等から組合の現状や要望等について、活発な意見交換が行われています。
　本懇談会で出された要望等については、本会が実施する組合への支援事業や秋田県知事との懇談会等
への要望事項として反映させていくことにしています。
　今月号では、8月23日㈫に湯沢地区で行われた本懇談会について概要をご紹介します。

《湯沢地区からの主な意見・要望・コメント(一部抜粋）》

 ・�　国土交通省が管理する河川の砂利採取に関し、以前にも要望しているが、実現されていないため、
今後も継続して要望をしていきたい。� 【骨材生産】

 ・�　街区のアーケードが老朽化しており、修繕が必要であるが、組合の財務状況が厳しく、取り組めな
い状況である。来街者の安心・安全の確保のためにも、国・県・市等より、改修のための支援をお願
いしたい。また、9月30日〜10月2日に「全国まるごとうどんEXPOin秋田・湯沢」を中心商店街の空
き店舗を活用し開催する。本イベントは、県と市の街なか商業活性化支援事業を活用しており、これ
を機に商店街の活性化を図りたい。� 【商店街】

 ・�　後継者不足が悩みであるが、中央会の「青年研究会事業」を活用して青年部の啓発活動に取り組ん
でいる。今後も活用していきたい。� 【商店街】

 ・�　再生エネルギー特別措置法の成立により、再生エネルギーの全量買い取り制度が始まるが、新規
事業として事業化を検討したい。　� 【機械器具製造】

 ・�　ハイブリットカーや電気自動車の販売台数が大幅に増加しており、それらを整備するための技術
力の向上が求められている。組合では、中央会の支援事業を活用し人材育成に努めており今後も支援
をお願いしたい。　� 　【自動車整備】

 ・�　今年度よりJAPANブランド支援事業に取り組んでおり、新商品の開発や販路拡大を積極的に行う
ことにしている。また、後継者等の人材育成にも注力していきたい。� 【漆器製造】

� 〔※他会場の概要については、次月号でご紹介します。〕
　なお、本懇談会は下記スケジュールにて実施致します。組合理事長に限らず組合役員・青年部・女性部
の皆様からの意見・要望をお聞きしたいと考えておりますで、是非、ご参加下さい。
【地区別代表者懇談会:今後の実施スケジュール】

地　　区 開催日時 開催場所
横手地区 9月  2日㈮　午後2時〜 横手市　「横手セントラルホテル」
鹿角地区 9月  6日㈫　午後2時〜 鹿角市　「鹿角パークホテル」
能代地区 9月  8日㈭　午後2時〜 能代市　「能代キャッスルホテル」
大仙地区 9月13日㈫　午後2時〜 大仙市　「大曲エンパイヤホテル」
秋田地区(工業関係) 9月16日㈮　午後1時30分

秋田市　「Hメトロポリタン秋田」
秋田地区(商業関係) 9月21日㈬　午後1時30分

【参加お申し込み・お問い合わせ先】　本会調査部調査広報課　☎018-863-8701

【代表者懇談会（湯沢会場）の様子】
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平成24年度

本会助成事業実施組合を募集！
　本会では、平成24年度に本会の助成事業を実施する会員組合等を下記のとおり募集します。
　助成事業を希望される組合は、9月16日㈮までに中央会事業振興部各課・各支所へお申し
込み下さい。
　（※なお、事業名や助成金額等が変更になる場合もございますので、ご了承下さい。）

　【組合が抱える課題等の解決を支援する事業】
組合活力向上事業
　組合及び組合員企業が抱えている課題等について、必要に応じて専門家とともに集中的な支援を
行いその課題解決を図り、組合活力の向上に結びつけます。
〔平成23年度実施組合〕
　・秋田県自動車整備(商工)	 ・秋田電気工事(協)	 ・本荘由利地区生コンクリート(協)
　・(協)あきた安心リフォーム協議会	・秋田県葬祭業(協)	 ・(協）秋田技能社
　・秋田県電気管理技術者（協）	 ・秋田県納豆商工業(協)	・大曲仙北電気工事(協)
　・秋田県印刷(工)	 ・（協）秋田古紙回収協会	・（企）ゆい
○補助率・自己負担額等　・補助率　2/3　　・自己負担　1/3

　【人材育成を支援する事業】
組合青年部研究会事業
　若手経営者、後継者で構成される青年部が研修を実施する場合に助成します。
〔平成23年度実施組合〕
　・秋田県自動車車体整備協同組合　青年部　　・湯沢市柳町商店街振興組合　青年部
　・大館市大町商店街振興組合　青年部　　　　・秋田市南通商店街振興組合　青年部会
○補助率・自己負担額等　・補助率　2/3　　・自己負担　1/3

　経営革新やビジョンづくりを支援する事業
中小企業組合等活路開拓事業（全国中央会事業）
　中小企業者が経済的・社会的環境の変化に対応するため、新たな活路の開拓等、単独では解決困
難な諸問題、その他中小企業の発展に寄与するテーマ等について、組合等がこれを改善するための
事業に対して支援を行います。
〔事業テーマ〕
　・中小企業の経営基盤の強化	 ・地域振興
　・社会的要請への対応	 ・その他、中小企業が対応を迫られている問題
〔事業実施方法〕
　次の各事業を適宜組み合わせて行います。
　①調査事業　　　②研究事業　　　③ビジョン作成事業　　　④成果普及講習会開催事業
　⑤試作・改造事業　　⑥実験・実用化試験事業　　⑦試供・求評事業　　⑧導入・改善事業
　⑨展示会等出展事業　　⑩その他本事業の実施について必要とする事業
○補助率・自己負担額等　・補助率（上限）　6/10　　・自己負担　4/10
　　　　　　　　　　　　※補助金限度額12,175千円（ただし、「展示会等出展事業」は1,200千円）

　事業計画の作成や進め方、あるいは掲載した事業以外で取り組みたい内容がございましたら、ご
相談に応じますので、本会事業振興部各課・各支所にお気軽にご相談ください。

【申し込み・お問い合わせ先】
　　○本会事業振興部　商業振興課・工業振興課（☎018-863-8701）
　　○大館支所（☎0186-43-1644）　　　　　○横手支所（☎0182-32-0891）
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中小企業組合等支援施策情報
■平成23年度税制改正について（中小企業関係税制）中小企業庁� 平成23年6月30日現在

　平成23年度税制改正法案及び地方税改正法案のうち一部の内容を切り出した、「現下の厳しい経

済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法律」が、平

成23年6月22日に成立、30日に公布されました。

　主な税制改正の概要は、以下のとおりです。 

1　中小法人（法人税）の軽減税率の延長措置
　○�平成23年3月31日までの特例措置である22%→18%の軽減税率について、平成24年3月31日

まで、現行の税制が適用されるよう延長措置が講じられました。

　　（�なお、中小企業（資本金1億円以下）の所得金額のうち、年800万円以下の金額について適用さ

れる法人税の軽減税率の18%から15%への引下げについては、引き続き協議されることに

なっています。）

2　雇用促進税制の創設（所得税・法人税・法人住民税・個人住民税）
　�　中小企業が、従業員を10%以上かつ2人以上増加させた場合に、1人当たり20万円税額控除で

きる制度が創設されました。（大企業は10%以上かつ5人以上）

　【適用期間】平成23年4月1日から平成26年3月31日まで

　　例）前年度従業員数6名で当年度従業員数8名の中小企業の場合

　　　　　増加従業員数2名×20万円=40万円の税額控除が可能です。

　　　　　（※なお、税額控除額は、法人税額の20%が限度となります。）

　○税制優遇制度の対象となる事業主の要件

　　・「雇用促進計画」をハローワークに提出すること

　　・青色申告書を提出する事業主であること

　　・適用年度とその前事業年度に、事業主都合による離職者がいないこと

　　・�適用年度に雇用者（雇用保険一般被保険者）の数を5人以上（中小企業の場合は2人以上）、かつ、

10%以上増加させていること　　　　　　　…　等

　　※�雇用促進計画の作成・確認については、本社・本店を管轄する労働局又はハローワークまで

ご相談下さい。

3　グリーン投資減税の創設（所得税・法人税・法人住民税・事業税）
　�　本年6月に閣議決定された「エネルギー基本計画」及び「新成長戦略」を踏まえ、エネルギー安定

供給の確保と低炭素成長社会の実現を目指すため、最新の技術を駆使した高効率な省エネ・低炭

素設備や、再生可能エネルギー設備への投資（グリーン投資）を重点的に支援する「グリーン投資

減税」が創設されました。

　○グリーン投資減税の内容

　　�　中小企業が、エネルギー起源CO2排出削減等に効果が見込まれる設備等を取得した場合に、取

得価額の30%の特別償却又は7%の税額控除を適用できる制度です。（大企業は特別償却のみ）

　　【適用期間】平成23年6月30日から平成26年3月31日まで

　＜対象設備の例＞

　　①省エネルギーの推進（例：高断熱窓ガラス、発光ダイオード照明装置）

　　②非化石エネルギーの導入拡大（例：太陽光発電設備、風力発電設備）

　　③低炭素化（例：プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド建設機械）

　　　※�なお、現行のエネルギー需給構造改革投資促進税制は平成24年3月31日まで適用期限が延

長されます。
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4　既存租税特別措置の延長等
　�　以下の租税特別措置（中小特例を含む。）については、平成24年3月31日まで適用期限が延長さ

れます。

　　○中小法人の軽減税率（22%→18%）（※前項の1参照）

　　○�中小企業等基盤強化税制（経営革新計画・卸・小売・サービス業・情報基盤・地域産業資源

活用事業計画・農商工等連携事業計画・教育訓練費）

　　　�特定中小企業者等が、事業基盤強化設備等の取得等をした場合には、取得価額の30%の特別

償却又は7%の税額控除（当期の法人税額の20%を限度）ができます。

　　○中小企業等の貸倒引当金の特例

　　　�公益法人等及び協同組合等が、貸倒引当金の繰入れを行う場合には、法人税法に定める繰入

れ限度額の16%割増の繰入れが認められます。

　　○商工組合等の留保所得の特別控除

　　　�事業年度終了日における出資総額が1億円以下の事業協同組合等（設立後10年以内の組合）

が、その所得の全部又は一部を留保した時は、期末利益積立金額（当該事業年度で留保した金

額を含む）が出資総額の1/4に達するまで、その留保所得の32%を損金算入することができ

ます。

5　�消費税における免税事業者の要件及び仕入税額控除制度におけるいわゆる「95%ルール」の見
直し

　　�　課税売上割合が95%以上の場合に課税仕入れ等の全額を仕入税額控除できる制度について

は、1年間の課税売上高が5億円以下の事業者に限定することとします。

　　（注）上記の改正は、平成24年4月1日以後に開始する課税期間から適用されます。

　○詳細につきましては、中小企業庁ホームページ（下記URL）をご覧下さい。

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2011/110630KaiseiGaiyou23.htm

■省エネ対策に取り組む事業者の皆様への支援施策（秋田県生活環境部温暖化対策課）

1　秋田県民生業務部門省エネ改修促進事業について
　　�　秋田県では、民間事業者における省エネ改修等について、経費の一部を支援いたします。募集

期間は本年12月28日までとなっています。補助金を受けるためには事業計画の認定を受ける

必要があります。より多くの事業者様にご利用いただけるよう、6月補正予算により、補助金の

予算総額を3千万円から6千万円へ拡大しました。なお、1件あたりの補助上限額は200万円で

変更ありません。

2　秋田県中小企業等省エネ診断事業について
　　�　秋田県では、民間事業者の省エネ・節電対策を進めるため、無料の省エネ診断を実施します。

申込み受付期間は平成24年1月31日までとなっています。より多くの事業者様にご利用いただ

けるよう、6月補正予算により診断予定件数を30件から100件に拡大しました。

　○詳細につきましては、下記へお問い合わせ下さい。

　　秋田県生活環境部温暖化対策課　　☎018-860-1573

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：en-ondanka@pref.akita.lg.jp

　　秋田県庁ホームページ「美の国あきたネット」

　　事業所の省エネ診断・省エネ改修について

　　http://www.pref.akita.lg.jp/www/genre/0000000000000/1309227075622/index.html
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業 界 の 声

乳製品製造	 �これまでの消費低迷に加え、稲わらを給与された肉牛の放射性物質検出の報道で、通常稲わらを与え
ない乳牛にも風評が及び、牛乳の消費が落ち込んでいる。

繊維工業	 �衣料の売上は天候に左右されるため、今月は一喜一憂といったところである。このまま円高が進む
と、海外生産に傾き、受注が減る可能性も出てくる。

外材	 �大震災による緊急復旧の需要は落ち着き、本格的な復興対策が遅滞していることから、経済は減速
し、製品需要は低調になっている。国産材にも安値傾向が強まり、山元の生産意欲も減退している。今
後、冬場に向けた在庫確保が必要な時期となり、また、円高傾向が進んでいることから、丸太輸入の増
加が見込まれる。

鉄鋼	 �6月頃より、公共物件の耐震工事、また、県内各地で民間工事としてスーパーやショッピングセンター
等の新築物件が動いてきている。被災地のアスファルトプラントや採石プラントの補修や改修を受
注している企業もあり、工場の稼働率は上昇傾向にあるが、販売価格については採算ラインに届いて
おらず、収益状況は厳しいままである。

自動車販売	 �7月の新車販売台数は、登録自動車が2,356台（前年同月比105.6%）､軽自動車が1,788台（同
96.6%）で、合計4,144台（同101.5%）と11ヶ月ぶりに前年同月を上回った。

石油販売	 �ガソリン1ℓ当たり146円で前月比2円引き上げ、軽油1ℓ当たり128円で前月比1円引き上げ、配達
灯油は18ℓで1,706円と前月比13円の引き下げとなった。市況は20日過ぎからいくらか回復が見
られたが、夏期商戦に入ったものの、今一つ市場に活気がない。

商店街	 �［秋田市］大震災による自粛ムードは徐々に和らいできているが、消費は依然として買い控え感が根
強く、また消費単価も低い。菓子製造販売店は、小麦粉、砂糖、包装資材等が値上がりし、価格転嫁も出
来ず苦慮している。

	 �［大館市］7月17日第2回「ハチ公よさこい祭り」を開催し、昨年以上の来客があり好評であったが、普
段の来街者は確実に減少しており、各店舗の売上は厳しい状況である。

	 �［能代市］北東北インターハイの男子バスケットボールの開催地であったことから、選手を含めてか
なりの人が能代を訪れ、一部、売上増加となった組合員も見られた。

型枠工事	 �県内全域で稼働率が上昇の傾向にある。学校等、官公庁発注の大型物件と民間の鉄骨造りの建築が堅
調で昨年に比べ仕事量が多いように感じられる｡業界内での再編が進みつつあり、現在は仕事と人員
のバランスが保たれているが、これから仕事が増えてくると確実に職人不足となる。

景況レポート
（7月分・情報連絡員80名）

製造業DI値が大幅に回復
〜８指標全てが前月を上回る〜

【概況】7月の県内景況は、前年同月と比較して、景況が「好転」した
とする向きが11.3%(前月調5.1%)､「悪化」が33.8%（同57.0%）
で、業界全体のDI値は−22.5となり、前月調査と比較して29.4ポイ
ントと大幅に上回った。 
　内訳として、製造業全体のDI値は−9.4で前月調査（−41.9）に比
べ32.5ポイント上回った。また、非製造業全体は−31.3で前月調
査（−58.3）と比較して27.0ポイント上回った。
　地デジ対応の駆け込み需要と省エネ家電の販売が好調であるほか、
サプライチェーンの復旧と被災地工場の再開にともない、鉄鋼・金
属・機械関係が動き始めた。また、遅れていた公共工事も少しずつ
発注になり、「（前年同月比で）悪化」から「不変」に移った票が多かっ
たため、数字の上では震災前の状態まで回復している。しかし、消費
の回復を実感する声は少なく、食料品の放射能汚染問題、原油高に伴
う諸材料の高騰、円高による輸出不振や生産拠点の海外移転など、先
行きは警戒が必要な状況にある。� （回答数:80名　回答率:100%）
※DI値とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、増加（好転）したとする企業割合から、減少（悪化）したとする企業割合を差し引いた値です。
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理事・監事の責任
Q　理事・監事の責任について教えて下さい。

A  　理事・監事の責任については、中小企業等協同組合法（以下、中協法）の第38条の2〜第38条の4

に規定されています。ここでは、日常業務での任務の懈怠による責任について、説明します。

（役員の組合に対する損害賠償責任）第38条の2第1項
…　役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。
（役員の第三者に対する損害賠償責任）第38条の3第1項
…　役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当該役員は、これによって
第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。
（役員の連帯責任）第38条の4
…　役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、他の役員も当該損害
を賠償する責任を負うときは、これらのものは連帯債務者とする。
　理事及び監事は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損害を賠償する責任

があります。特に、理事については、理事個人の責任と併せて理事会を構成し業務執行の決定に参画

するとともに、代表理事の執行に対する監視的役割を果たすべき集団としての責任もあります。し

たがって、理事が任務懈怠によりその責任を果たすことができず、組合に損害を与えたときは、その

行為の作為・不作為を問わず、その理事は、連帯して組合に対する賠償責任を負わなければなりま

せん。民法の一般原則では、個々に責任を追及されますが、組合の理事の性格に鑑み、特に連帯責任

とされています。

　また、監事についても、善管義務を怠り、計算書類の不正を看過した場合には、理事とともに連帯

して損害賠償をしなければなりません。

組合相談コーナー

組合活力向上事業を実施… 企業組合ゆい
　6月11日㈯、7月9日㈯、8月23日㈫の全3回に亘り、鹿角市で介護事業を実施している企業組合ゆい(村
木久恵理事長）を対象に、「収益力の向上を図るための部門別の適正な人員配置、常勤・パートのバランス
の見直し、職員の意識改善の促進」を目的として組合活力向上事業を実施しました。
　事業では、東京都の株式会社五幸トータルサービス代表取締役松長根幸治氏を講師に招き、現状の分析
と課題の検討を行い、具体的な改善策を盛り込んだ戦略を策定しました。

【現状分析実施項目】
　①１日の作業工程と人員配置の分析
　②役員、管理者、従業員へのヒアリング
　③各部門別の人員とパート職員の勤務時間等の最適化
　④介護報酬部門別の収益状況の確認と不採算部門の扱い…等

　松長根社長は、「日々の経営では、キャッシュフロー経営に気を配る必
要がある。一度に手を加えることができない部分もあると思うが、それをそのままにしていては、キャッ
シュフローは改善しない。業務の合理化等の抜本的な改革も時には必要である。」と話されました。
　組合では、今回策定した戦略を基に事業を展開しくことにしています。

【事業実施の様子】
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● a la carte●アラカルトアラカルトアラカルト
■地域資源活用事業計画により「新製法高濃度スープの開発・商品化」を実現
� 【株式会社浅利佐助商店】

　鹿角市の株式会社浅利佐助商店（浅利滋代表取締役社長：秋田県
味噌醤油工業協同組合理事長）では、昨年9月に認定された地域資
源活用事業計画に基づき、比内地鶏を使用した新製法による高濃度
スープの開発・商品化を実現しました。今回、開発された高濃度スー
プは、業務用商品を中心に販売されることになっています。
○商品開発の経緯について
　比内地鶏の生産数量が減少する中で、当社の「比内地鶏スープ」の
原材料となる「鶏ガラ」の流通量も大幅に減少し一定量を確保する
ことが難しくなってきています。そのような状況の中で、当社では、
以前より、新製法による高濃度スープの開発に取り組み、成功しま
した。
　地域資源活用事業計画の認定により、この技術を応用した更な
る商品開発を行い、この度、業務用商品が主となる新製法の高濃度
スープが完成しました。現在この製法については、特許出願中です。

○新商品「業務用比内地鶏スープ」の特徴について
　既存商品でも好評であった比内地鶏本来の風味を更に向上させ、濃縮度を5倍から8倍に高めるこ
とにより、割安感があり、業務用としての扱いやすさを追求しています。
○今後の販売展開について
　8月17日〜19日に開催された「第4回居酒屋産業展」への出展するなど、各種展示会へ参加しPRす
るとともに、食品加工メーカー等へ直接営業活動を行うことにより、販路拡大に努めています。また、
試食会や展示会から得た情報を基に「比内地鶏スープ」を活用して作ることができるレシピ集を作成

（全24メニュー）し、提案型営業による展開を行ってい
くことにしています。
○今後の目標について
　今後の目標として、浅利社長は、「本商品の開発と販売
促進活動による新規顧客の獲得により、業務用商品の販
売数量の30%増加を目指し、全社的にも増収増益を目
標としている。また、現在、当社では、ISO22000（食品安
全マネジメントシステム）の認証取得に向けた準備をし
ており、衛生面の強化と品質の向上、それに伴う従業員
の意識改善を図りたい。」と話されました。

【浅利社長(前列中央） と従業員の皆さん】

【新商品業務用スープ(右)と
人気商品比内地鶏スープ】

【今月のキーワード】　『地域資源(地域産業資源）とは？』
　国では、地域資源を地域産業資源として認定おり、秋田県では、143件が認定されています。地域資源の具
体的な形は多岐にわたり、基本的には地域の中小企業らが有効に活用する素材であり、誰もが知っている
ものが考えられています。
秋田県の地域産業資源（全143件）の一例
①農林水産物（46件）
　　｢比内地鶏｣、｢ハタハタ｣、｢あきたこまち｣、｢枝豆｣、｢秋田杉｣　等
②鉱工業品及び鉱工業品の生産に係る技術（36件）
　　｢川連漆器｣、｢樺細工｣、｢曲げわっぱ｣、｢清酒｣、｢横手やきそば｣　等
③文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の観光資源（61件）
　　｢男鹿のなまはげ｣､｢大曲の花火｣､｢竿灯まつり｣､｢田沢湖｣､｢十和田八幡平国立公園｣　等
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　財団法人あきた企業活性化センターでは、県内企業の付加価値の向上を通じて県経済の活性

化や雇用の場創出を図るため、県内に存在する地域資源を活用した創業や県内企業の新商品・

新役務の開発、販路拡大等の経営革新の取組を支援します。

○募集対象者	 中小企業者、NPO法人、中小企業者として創業する者等 

○助成対象事業
	 1　中核企業育成事業　　　　　2　チャレンジ企業育成事業

	 3　共同研究助成事業　　　　　4　中小企業支援機関実施事業

○募集期間	 平成23年9月1日㈭〜平成23年10月14日㈮

○事業の詳細及びお申し込みにつきましては、下記へお問い合わせ下さい。
　（事前相談から申請まで）
　　　秋田県産業労働部地域産業振興課企業支援第一班� ☎018-860-2225

　（申請書提出先）
　　　財団法人あきた企業活性化センター経営革新担当� ☎018-860-5701

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合相談担当� ☎018-860-5610

インフォメーションインフォメーションインフォメーション
あきた企業応援ファンド事業（助成金）　財団法人あきた企業活性化センター

支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト
平成23年度 通常総会・平成22年度 組合青年部研究会報告会を開催
� 〜秋田県中小企業青年中央会〜

　7月26日㈫、秋田県中小企業青年中央会（進藤政弘会長）の平成23年

度通常総会並びに平成22年度組合青年部研究会報告会が秋田市の「ホ

テルメトロポリタン秋田」において、開催されました。

　通常総会では、進藤会長の挨拶の後、平成22年度事業報告書、収支決

算書の他、平成23年度事業計画（案）など全ての議案が満場一致をもっ

て原案どおり承認・可決されました。

　引き続き、本会の支援事業である「平成22年度組合青年部研究会」報

告会が行われ、昨年度本事業を活用した5組合青年部より、事業の実施

内容や実施により得られた成果、今後への活用方法のについての報告

がありました。実施組合の一つである鹿角市花輪新町商

店街振興組合青年部の栗山尚記理事（青年中央会副会長）

は、「当事業の活用により、今後の方向性について組合内

部で共通の認識を持つことができ、『行動力』と『継続性』

が重要であることを改めて気付かされた。組合員同士が

更に連携し、今後の事業活動に取り組みたい。」と話され

ました。

　その後、懇親会が行われ、秋田県中野節副知事、秋田県中小企業団体中央会塩田謙三会長、青

森県中小企業青年中央会太田竜生会長の祝辞の後、株式会社商工組合中央金庫秋田支店辻憲一

支店長の乾杯の発声により開宴しました。懇親会には、岩手県中小企業青年中央会佐藤康会長

も出席され、北東北3県の青年中央会の交流の場となり、盛会理に終了しました。

【報告会の様子】

【挨拶をする進藤会長】
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◎理事長としての抱負
　理事長に就任し早いもので6期目を迎えました。就任した

当時は、組合の財政基盤が脆弱であり、それ改善をすること

に注力しました。

　組合の役割として「組合は、組合員のために」という精神で

運営してきました。特に、組合員の事業活動への支援は、組

合ができることを可能な限り実行してきました。

　また、全県に存在する組合員とのコミュニケーションも重

要だと考えています。総会や理事会では、各地域の組合員か

ら話を聞き、状況を確認しています。

　今後は、若い人達の育成も必要だと考えており、組合役員

への登用等、活躍の場を提供し、次世代に向けた組合づくりを推進したいと考えています。

◎業界からの要望について　
　東日本大震災の影響により観光客が減少していますが、今後は、観光客の増加も考えられま

す。県内全体の観光関連事業者のための接客講習会等の開催を望みます。

◎心掛けていることについて
　「人の先に立たない、一歩引いて、人の影を踏まない」ことに気を付けています。あまり出過ぎ

ず、他の人の話を良く聞いて、必要なときには手助けをするというように心掛けており、組合に

も自社にも同じスタンスで事業活動に取り組んでいます。

◎趣味について
  趣味は、以前はゴルフでしたが、最近は、錦鯉と家庭菜園です。錦鯉は、現在約60匹を飼育して

おり、かなりの大物も居ます。家庭菜園は、キュウリやナス等を栽培しており、手を掛けた分だけ

収穫に結びつくので、楽しみながら栽培しています。

秋田県ハイヤー協同組合
理事長　工 藤　憲 三 さん

平成23年度 通常総会・研修会を開催� 〜秋田県異業種交流倶楽部〜

　7月29日㈮、秋田県異業種交流倶楽部（齊藤健悦会長）

の平成23年度通常総会並びに研修会が秋田市の「秋田

ビューホテル」において、開催されました。

　通常総会では、齊藤会長の挨拶の後、平成22年度事業

報告書、収支決算書の他、平成23年度事業計画（案）など

全ての議案が満場一致をもって原案どおり承認・可決

されました。

　引き続き、研修会が行われ、講師として岩手県釜石市

の石村工業株式会社石村眞一代表取締役から「異業種交

流活動による新製品開発について」をテーマに講演が行われました。石村社長は、「商品化成功へ

の道は、販売を他人任せにするのではなく、自分で販売部門を持ち、開発から販売まで社運をか

けてやる覚悟をもって取り組み、売れるまでやり遂げることが大切である。」と話されました。

　その後、懇親会が行われ財団法人あきた企業活性化センター大久保努専務理事の祝辞の後、

秋田県中小企業団体中央会髙橋清悦専務理事の乾杯の発声により開宴し、会員同士の懇親を深

め、盛会理に終了しました。

【研修会の様子】



⓫

東北オンリーワンの総合物流サービス企業

経営理念：総合物流事業を通じて地域社会に貢献します

〠013-0072  秋田県横手市卸町８番14号　TEL.0182-32-3667　FAX.0182-32-5672
http://www.yokoun.co.jp/

横手運送株式会社

秋田流通サービス事業協同組合

〒013-0001　秋田県横手市杉沢字中杉沢 592番地の 3
TEL 0182-33-2561　FAX 0182-33-1299

㈱出羽運輸

秋田第一貨物自動車㈱

六郷小型貨物自動車運送㈱

㈱三ウラ産業

日通横手運輸㈱

大曲小型貨物自動車運送㈱

十文字運送㈱

川連運送㈱

里見運送㈲

千歳運送㈲

㈱秋田おばこ運輸

㈱仙建

㈲藤原運送

角間川運送㈱

エコー運輸㈱

㈱岡部興業

合資会社塩喜運送

㈲丸橋運輸

姉崎商運㈱

豊幸商事運輸㈲

横手運送㈱

田沢湖運送㈱

湯沢運送㈱

※順不同
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人を思う。未来を思う。

安心・確実に増やしたい方へ、おすすめの定期預金です。


